
法人の世代交代への取り組みが急務

農業従事者の平均年齢(販売農家) 農林業センサスより

平均年齢 全国順位 平均年齢 全国順位

島根県 70.6歳 1位 71.3歳 3位

広島県 70.2歳 3位 71.5歳 2位

山口県 70.3歳 2位 71.6歳 1位

大分県 68.7歳 10位 69.4歳 12位

農業従事者人口 基幹的農業従事者

明日に向かって
大分県集落営農法人会ニュース第16号

発行：大分県集落営農法人会事務局

（大分県農協、大分県農地活用・集落営農課、県域担い手サポートセン

ター）

１１月１４～１５日に４県（広島・山口・島根・大

分）が山口市に集まり農業経営や地域活性化を話し合うサ

ミットを開きました。JAや行政、他県の関係者も含め約

170名が出席。本県からは１４法人・２５名(事務局含む)

が参加しました。

今回のサミットでは集落を越えて手を取り合う必要があ

るという認識から、「法人間連携の更なる強化」を目指し

て集落営農の広域連携化について意見交換しました。

山口県萩市では6つの法人で今年株式会社を設立し、機

械の共同利用・整備によるコスト低減や資材の大量一括購

入、大豆生産などを手掛け、JAからの事務局支援を受けな

がら今年から運営を開始した事例の報告でした。

１．４県（広島・山口・島根・大分）集落営農法人連絡協議会サミット 広域組織の役割を探る
去る平成２７年１１月１４～１５日、山口県山口市において事例を示し意見交換会を開催しまし

た。

2. 会員・(農)芦刈農産が農林水産大臣賞受賞 熊本で事例発表
豊後大野市の(農)芦刈農産が「中山間地での法人経営」の事例として報告しました。

特 集

４県サミットを開催 ～ 「法人間連携の更なる強化」を目指して ～

島根県では４法人と9つの任意組織で一般社団法人を27年に設立し、経営の多角化や水田の利活用を促

進する一方で中山間地域直接支払い事務や多面的機能維持事務、農業研修生の受け入れなど農地や農村

を維持発展していく非収益事業についての連携事例が報告されました。

本県からの事例報告は、豊後大野市集落営農法人連絡協議会が、JAとの関係構築が不可欠であると説

明し、資材価格交渉や農産物・加工品販売の展開やセンチピートグラス吹き付け機による畦畔管理の事

例を報告しました。

今回のサミットでは、農業経営にとどまらず地域の存続に向けてどう役割を発揮すべきかや、広域組

織の法人化の是非などについて、パネルディスカッション方式やグループ討議などで意見交換しました。

【来賓あいさつする島根県・村岡嗣政知

【パネリストによるディスカッション】

2日目 (株)木原製作所 視

察

乾燥加工による農産品の高付加

価値化について学んだ。同社製

品の特長は、乾燥時の産品内部

の温度調節により、色鮮やかな

乾燥物が出来上がる事。

ミニトマト、シイタケ、ネギ、イ

チゴ、バラ、トルコギキョウ、イ

チジク、ミカン、五穀米 など

など



今後の主催、後援行事 詳細については別途、文書でご案内します。

◆経営多角化現地研修会

開催時期：平成２９年１月２５日(水)

内 容：園芸品目の作付が困難な条件不利地域においても取り組める【放牧】

◆パソコン研修会

開催時期：平成２９年１月３１日(火)、２月１日(水)、２月３日(金)

場 所:１/３１・東部地区 ２/１・豊肥地区 ２/３・中西部地区

内 容:経営管理の効率化をすすめるため、JAグループ大分が開発したWEB版会計システムの操

作

方法

◆＜後援＞JA新春農機フェア２０１７

開催時期:平成２９年２月８日(水)・９日(木)

場 所:大分スポーツ公園 大分銀行ドーム西広場

事務局からのお知らせ

農林水産省及び全国担い手育成総合支援協議会は、意欲と能力のある農業者の一層の経営発展を図る

ため、農業経営の改善や地域農業の振興・活性化に優れた功績を挙げた農業者を表彰しています。

このたび、その集落営農部門に盟邦の(農)芦刈農産が農林水産大臣賞を受賞しました。

【受賞のポイント】

・平成3年、地区内の農家組織である農事実行組合を設立し、米の生産調整への対応やコスト低減に向け、農地

の利用調整や共同利用機械の管理活用を行ってきた。平成17年に、その全戸が加入し、地域農業を担う経営体

として設立。

・水稲、小麦、大豆の生産のほか、地下水位制御システム（FOEAS）を導入することにより、甘藷、スイートコーン、

アスパラガスなどの園芸品目を積極的に拡大。

・平成28年に、6次産業化計画の認定を受け、加工施設を設置。規格外品を有効活用し、付加価値のある商品づく

りを行っているほか、直売所を開設し、生産した農産物や加工品を直接販売している。

・主要産品である甘藷については、「はるか姫」と命名し、商標登録を行い、自社ホームページにおけるネット販売

や関東のスーパーへの出荷など販路開拓を積極的に実施。

・地元の女性を積極的雇用するとともに、女性が働きやすい職場づくりに取り組むほか、地元住民のパートを増や

すなど地域雇用に貢献。

作付面積：

46.0ha（参加農家戸数：40戸）

（水稲7ha、小麦15ha、大豆17ha、甘藷3ha、スイートコーン3ha、

アスパラガス0.4ha、その他野菜0.6ha）

「平成28年度全国優良経営体表彰」の農林水産大臣賞に (農)芦刈農産 (豊後大野市)

また、同法人は１１月３０日(水)に開催された九州地区集

落営農組織化・法人化推進会議(九州農政局主催)で、その取

り組みについて事例報告されました。芦刈義臣代表は25年前

に農業が衰退していく中、農地を利用して自分たちで農作業

を行い、収穫した農作物を自分たちの手で販売していった青

年団組織「芦若塾」からの活動を振り返って・・・。

「形が悪い、小さいなどの理由で生産量の3割ものさつま芋

が出荷されることなく廃棄される。また通常の水田農業では

収入の時期が偏っており中山間地域では加工事業を組み合わ

せることによって地域に雇用の場を生むことが出来る。」と

して今のスタイルとなってきたことの報告がされました。


